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風化軟岩層が分布する地域の擁壁・法面等を対象とした健全度調査

株式会社東京ソイルリサーチ 〇多羅尾 一勤，山森 正幸

1. はじめに

近年、豪雨等により、擁壁や法面の変状の発生や崩壊

が多く発生している。

国土交通省が HP に掲載している資料 1）によれば、土

砂災害発生件数は平成 15年～24年では平均 1,180件/年

に対し、平成 25 年～令和 4 年では平均 1,446 件/年と約

1.2 倍となっている。

擁壁や法面の健全度把握は重要である。一度崩壊する

と、物的被害だけではなく、人的被害も発生する可能性

がある。本業務は、そのような健全度の把握が重要な擁

壁及び法面を対象に実施したものである。

2. 調査地の状況と調査手法の選定

調査地は神奈川県横浜市に位置し、調査対象は、間知

ブロック擁壁(最大高さ4.5m、延長70m、勾配72°程度)及

びモルタル吹付工(最大高さ3.8m、延長50m、勾配63°程

度)が施工された法面であり、比較的交通量の多い公道が

法肩側に位置する。間知ブロック積擁壁については、ブ

ロックの形状の違いや設置位置により4区画に区分した。

調査は擁壁等の形状等の把握及び周辺地盤の強度等の

性状把握を行い、それらの結果を基に安定性の検討を行

うものである。調査フローを図-1に示す。

図-1 調査フロー

間知ブロック積擁壁やモルタル吹付工は表面保護工で

あり、背面地盤の安定性評価がポイントとなる。調査地

付近の地質図によれば、基盤となる地層は大船層若しく

は野島層が分布する（どちらも軟岩層）。

当該地の地質は目視等の結果、風化軟岩層であった。

風化軟岩は新鮮部と比較し、軟質で亀裂の発達がみられ、

その強度把握と評価が課題となった。

そこで背面地盤の安定性の検討に際し、風化程度に合

わせた調査方法の選定を行った。図-2に間知ブロック積

擁壁及びモルタル吹付工の概念図に、それぞれの調査項

目について示す。

モルタル吹付工では、被覆厚が薄いことから、擁壁部

よりも風化が進行していると想定し、軽量かつ多点で測

定可能な点で精度を高められる簡易貫入試験が適すると

考えた。

擁壁では、前面から水平ボーリングでコアを採取し、

地層分布を把握。また、強度については採取したコアを

用いて岩石試験(一軸圧縮強度試験)を実施する方法が適

すると考えた。水平ボーリングの堀止めは軟岩層を1～

2m 確認した時点で終了とした。

これらの他、健全度判定に必要な以下の調査を行った。

・形状確認のための掘削調査

・目視点検調査：点検基準については、国土交通省の

「宅地擁壁老朽化判定マニュアル（案）」を用いた。

これは、表-1に示すように、確認されたひび割れ等の

変状や形状から、危険度を小中大の3段階で判定するもの

である。なお、モルタル吹付工は擁壁ではないため、こ

こでは参考として点検を実施した。

擁壁については、区分された区画ごとに行った。

・コアボーリングによる厚さ調査、擁壁の裏込めにつ

いては採取コアで一軸圧縮強度試験を実施した。

図-2 調査方法の選定

表-1 宅地擁壁の危険度評価区分2)
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3. 現地調査結果と安定解析

(1)モルタル吹付工の現地調査結果

目視点検による危険度は「小」と判定され、厚さ調査

では、50㎜～90㎜のモルタル厚を確認した。

簡易貫入試験では、Nd 値＜10を示す地層(強風化：軟

弱層)が表層より30㎝～80㎝続き、以深は測定値の急増傾

向から中風化層(Nd 値＞20)と判断した。

安定計算に用いる粘着力 C は、以下のように設定した。

①式-13）により換算 N 値を得る。

②得られた換算 N 値を式-23）に代入し、換算一軸圧縮

強 度 qu を求める。

③得られた換算一軸圧縮強度 qu を、式-33）に代入し、

換算粘着力 C を得る。

(2)間知ブロック積擁壁の現地調査結果

目視点検による危険度は「小」～「中」と判定され、

厚さ調査にて採取された裏込めコンクリートの品質に問

題は無かった。また、圧縮強度試験結果は18N/㎟以上で

あり、強度についても十分な値を示していた。

水平ボーリング調査では擁壁躯体以深より軟岩層を確

認した。土質は固結した砂質粘土、砂質シルト等よりな

る。部分的にコア状で採取されるが、殆どは塊状で採取

され風化が進行しているものと考えられる。

軟岩の一軸圧縮強度試験では、平均 qu＝3.18MN/㎡で、

最小値が0.66MN/㎡であり、バラツキがあった。

(3)モルタル吹付工の安定検討結果

検討方法は、「道路土工切土工・斜面安定工指針」(平

成21年度版)4)に準拠し、円弧すべり解析法を用いた。基

準安全率は、常時 Fs＝1.50、地震時 Fs＝1.0とした。間

知ブロック積擁壁も同様とした。

図-3にモルタル吹付工断面図を示す。

図-3 モルタル吹付工の断面図

検討の結果、常時・地震時ともに基準安全率を満足す

する結果となった。

(4)間知ブロック積擁壁の安定検討結果

図-4に間知ブロック積擁壁の断面図を示す。

図-4 間知ブロック積擁壁の断面図

擁壁部は、水平ボーリングにて擁壁背面より幅2m 程度

の性状を把握しているのみであり、それ以深の土質性状

については不明であるため、検討パターンについては下

記の2通りとした。

①：擁壁背面の土質性状が良質な軟岩層が優位である

場合。（定数設定は岩石試験結果より設定。）

粘着力 C は、最小値の qu=0.66MN/㎡より式-3に代入

して求めた。

②：擁壁背面の土質性状が風化した軟岩層が優位である

場合。（直接のデータが無いため、簡易貫入試験の Nd

＜10を満たす軟弱層より設定。）

Nd＜10を満たす値の結果の平均値（Nd＝4.5）を式-

1に代入して換算 N 値を求め、換算 N 値を式-45）に代

入して求めた。

検討の結果、パターン①及び②で常時・地震時ともに

基準安全率を満足する結果となった。

4. まとめ

安定性評価の結果、背面地盤は安定しており、変状部

を補修すれば健全性を保てることが分かった。
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Nd=1.5N ・・・式-1
ここで，Nd：簡易貫入試験の 10cm 毎の打撃回数

N：換算 N 値

qu=40+5N ・・・式-2
ここで，qu：一軸圧縮強度

N：式-1 で求めた換算 N 値

C=1/2qu ・・・式-3
ここで，qu：式-2 で求めた換算一軸圧縮強度

C：粘着力

C=16.2N0.606 ・・・式-4
ここで，N：式-1 で求めた換算 N 値

C：粘着力

モルタル吹付工

(厚さ 50～90 ㎜)

簡易貫入試験で確認した

軟弱層(Nd＜10)

中風化層は一様に分布

していると想定

ボーリング調査で確認した範囲

(擁壁背面より幅 2m 程度)


